[bookmark: _GoBack]第１号様式（第６条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）

浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金事業計画認定申請書

　浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第６条の規定に基づく、事業計画の認定を受けたいため、次のとおり関係書類を添えて申請します。

記


事業内容
（１）所在地
（２）オフィスビルの名称ビル名
（３）工事契約締結（予定）日　　　　年　　月　　日
（４）着工（予定）日　　　　　　　　年　　月　　日
（５）竣工（予定）日　　　　　　　　年　　月　　日
（６）対象施設概要　建築面積　　　　　　　　　　㎡
　　　　　　　　　　延床面積　　　　　　　　　　㎡
　　　　　　　　　　賃貸オフィス部分床面積　　　　　　　㎡


【添付書類】
（１）法人登記事項証明書（法人の場合）
（２）戸籍抄本（個人の場合）
（３）土地の登記事項証明書及び公図
（４）土地の売買契約書又は賃貸借契約書の写し
（５）市民税・県民税・森林環境税特別徴収義務者指定通知書の写し
（６）浜松市で市税の納入義務が生じていない場合は、市町村税にかかる直近３年分の納税証明書又は国税納税証明書
（７）事業概要書（様式第２号様式）
（８）直近３期分の決算報告書（貸借対照表、損益計算書等）
（９）工事の工程表
（10）現況写真
（11）建物の平面図、立面図、求積表（規模・用途構成、面積が判断できるもの）
（12）別表の掲げる交付要件を満たすことがわかる書類
（13）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 


第２号様式（第６条関係）

施設概要書

　
１　計画の概要
	所在地
	

	ビルオフィスビルの名称
	

	工事契約締結（予定）日
	
	着工（予定）日
	

	竣工（予定）日
	
	

	建築面積
	㎡
	敷地面積
	㎡

	延床面積
	㎡
	賃貸用オフィス
部分の床面積…ａ
	㎡

	ａの内、補助事業者の関連企業等の利用面積
	㎡
	構造・階数
	

	用途地域
	
	容積率
	％

	建ぺい率
	％



２　オフィス仕様等
	天井高さ
	ｍ
	ＯＡ床の高さ
	ｍｍ

	執務室の区画割の手法
	

	リフレッシュスペース等
	

	執務室の天井の構造
	

	空調システム
	

	ＺＥＢの認証の種別
	

	セキュリティシステム
	



３　商業施設の概要
	１階の道路に面する商業施設の業種（予定）
	

	商業施設の床面積

	１階
	㎡
	２階
	㎡
	合計
	㎡




第３号様式（第７条関係）
浜松市指令　　　第　　号
年　　月　　日
　　様

浜松市長　　　　　　　　　　　㊞　


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金事業計画認定通知書

　　　　　年　　月　　日付で認定申請のあった事業計画について、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第７条の規定に基づき、計画の認定をしたので、下記のとおり通り通知します。

記　　　　
１　所在地

２　オフィスビルの名称ビル名

３　工事契約締結（予定）日

４　着工（予定）日

５　竣工（予定）日

６　認定条件
（１）認定された事業計画に沿って、事業を円滑に遂行すること。
（２）事業計画に変更が生じた場合、又は事業の遂行が困難となった場合等においては、速やかに市長に報告してその指示に従うこと。
（３）次のいずれかに該当するときは、認定を取り消すものとする。
ア　建設工事契約締結の日から起算して、５年以内に補助対象施設ビルの工事（以下対象工事）が完了しないとき。
イ　認定事業計画について、第４条に規定する要件を満たさないことが明らかとなっ
　　たとき
ウ　対象工事期間中に市税、使用料その他公課を滞納したとき
エ　対象工事に際し、重大な法令違反等があったとき
（４５）その他市長が交付対象事業として不適当であると認めたとき






第４号様式（第８条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金認定事業計画変更承認申請書

年　　月　　日付浜松市指令　　　第　　号により認定を受けた事業計画について、計画内容を変更したいため、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり承認申請します。

記
１　所在地

２　オフィスビルの名称ビル名

３　変更の内容　　変更前

　　　　　　　　　変更後

４　変更の理由

５　その他

【添付書類】
（１）変更内容を示す書類（様式任意）
（２）事業概要書（第２号様式様式２）※内容の変更があった場合
（３）その他市長が特に必要と認める書類














第５号様式（第９条関係）
浜松市指令　　　第　　号
年　　月　　日
　　様

浜松市長　　　　　　　　　　　㊞　


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金認定事業計画変更承認通知書

　　　　　年　　月　　日付で変更承認申請のあった事業計画について、これを承認したので、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定に　基づき　　　　年　　月　　日付浜松市指令第　　号の認定事業計画を下記のとおり変更したことを通知します。

記
１　所在地

２　オフィスビルの名称ビル名

３　変更の内容　　変更前

　　　　　　　　　変更後
４　その他　　

















　
第６号様式（第１０条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）



浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金工事着工届

　　　　　　年　　月　　日付浜松市指令　　　第　　号により認定があった事業計画について、次のとおり工事着工しますので、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１０条に基づき、下記のとおり届け出ます。

記
１　所在地

２　オフィスビルの名称ビル名

３　工事着工日

４　添付書類
（１）建築基準法第６条第１項の規定に基づく建築確認済証の写し
（２）工事請負契約書の写し















第７号様式（第１１条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金事業計画中止届

　　　　　　年　　月　　日付浜松市指令　　　第　　号により認定があった事業計画を次のとおり中止することについて、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１１条の規定により、下記のとおり届け出ます

記

１　所在地

２　中止の理由

３　中止予定年月日



















第８号様式（第１２条関係）
浜松市指令　　　第　　号
年　　月　　日
　　様

浜松市長　　　　　　　　　　　㊞　


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金認定事業計画取消し通知書

　　　年　　月　　日付浜松市指令第　　号の認定事業計画について、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１２条の規定に基づき、事業計画の認定を取消したので、下記のとおり通り通知します。

記
１　所在地

２　オフィスビルの名称ビル名

３　取消し理由

４　その他　　　



















第９号様式（第１３条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金工事完了届

　　　　　　年　　月　　日付浜松市指令　　　第　　号により認定があった事業計画について、次のとおり工事が完了したので、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１３条の規定により、下記のとおり届け出ます。

記
１　所在地

２　オフィスビルの名称ビル名

３　工事完了日

４　添付書類
建築物の完成写真























第１０号様式（第１４条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金予算措置依頼書

　　　　　　　年　　月　　日付浜松市指令　　　第　　号により認定があった事業計画について、来年度において浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金の交付申請を行いたいので、かかる補助金の予算措置をお願いしたく、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１４条規定により、次のとおり通り関係書類を添えて依頼します。
　また、同要綱第１条の規定により補助金の交付については予算の範囲内であることについて了承します。
　　　　記
１　補助金額

２　申請経費概算
	ａ　補助対象ビルの家屋及び償却資産に係る固定資産税の課税初年度における課税標準額
	　　　　　　円

	ｂ　賃貸オフィス部分の床面積
	㎡

	ｃ　ｂのうち補助事業者の関連企業等が利用する面積
	㎡

	ｄ　補助対象施設ビルの延床面積
	㎡

	ｅ　補助対象経費となる固定資産税課税標準額
　ａ×（ｂ－ｃ）／ｄ
	円

	補助金額　ｅ×１／５又は上限額（１０億円）※
	円


※千円未満は切り捨て（


【添付書類】
（１）事業計画認定通知書の写し
（２）工事費の請求書及び支払いを証する書類の写し
（３）建築基準法第７条第５項の規定に基づく検査済証の写し
（４）補助対象施設ビル（建物）の登記事項証明書
（５）別表に示す要件を満たしたことを示す書類
（６）補助対象施設ビルの家屋及び償却資産に係る固定資産税の課税初年度における課税標準額を明らかにする書類
（７）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類







第１１号様式（第１５条関係）
年　　月　　日

（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）
　生年月日（個人の場合）明・大・昭・平　　年　　月　　日

浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付申請書兼実績報告書

　浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金の交付を受けたいため、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１５条第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

２　オフィスビルの名称

３　所在地

４　市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入）
　□　浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第３条第１項の規定により、市において、申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。　

５　暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入）
□　浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
・暴力団員等と密接な関係を有する者
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。

【添付書類】
（１）法人登記事項証明書（法人の場合）
（２）戸籍抄本（個人の場合）
（３）補助対象ビル（建物）の登記事項証明書
（４）前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
第１２号様式（第１６条関係）

浜松市指令　　　第　　号
年　　月　　日
　　様

浜松市長　　　　　　　　　　　㊞　


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付決定兼確定通知書

　　　　　年　　月　　日付で交付申請のあった補助金について、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱（以下「要綱」という。）第１６条第１項の規定に基づき、下記の補助金額を交付することに決定したので通知します。

記
　　　　交付決定兼確定額
	　　
	十億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	　拾
	円

	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



なお、要綱第１６条第２項及び浜松市補助金交付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号）第７条の規定により、次の条件を付すこととする。

条件１　補助金は、当該補助事業以外の目的に使用してはならない。
　　２　補助事業の事業運営・経理・財産管理の状況等を調査し、不適当と認めたときは、交付決定の取り消し若しくは変更又は補助金の返還を命ずる。
　　３　補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認められる場合においては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を市に納付すること。
　　４　補助金の交付の取消しを受け、補助金の返還の請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第１８条の２の規定に基づき、加算金又は遅延損害金を市に納付すること。
　　５　補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部を納付しない場合、規則第１８条の３の規定に基づき、他の交付すべき補助金についてその交付を一部停止し、又は未納額との相殺をする場合がある。
６　補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物を別に定める期間
が経過する前に補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、
担保に供し、又は取り壊す場合は、市長の承認を受けなければならない。
７　浜松市補助金交付規則及び要綱を遵守すること

第１３号様式（第１７条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付請求書

　　　　　年　　月　　日付浜　　　第　　号により交付決定した補助金について、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１７条第２１項の規定に基づき、下記のとおり請求します。

記
交付請求額
	　　
	十億
	億
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	　拾
	円

	金
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




下記口座へ振込みを依頼します。
	金融機関
	銀行
金庫　　　　　　　　　　　　店
農協

	　　　預金種別
	１　普通　　　２　当座　　　３（　　　　　）

	　　　口座番号
	

	　　　口座名義人
	ﾌﾘｶﾞﾅ

	
	




※以下の資料を添付してください。
　　(1) 浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付決定兼確定通知書（第１２号様式）の写し





第１４号様式（第１８条関係）
浜松市指令　　　第　　号
年　　月　　日
　　様

浜松市長　　　　　　　　　　　㊞　


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付決定取消通知書

　　　　　年　　月　　日付浜松市指令　　　第　　号で交付決定した補助金について、下記の　とおり交付決定を取り消したため、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第１８条第２項の規定に基づき、通知します。補助金の返還が発生した場合は、別途請求します。

記

１　取り消しの理由




２　交付決定額　　　　　　　　　　　　円


第１５号様式（第１９条関係）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

浜松市指令　　　第　　号
年　　月　　日
　　様

浜松市長　　　　　　　　　　　㊞　


浜松市都心オフィス進出支援事業費補助金返還命令書

　　　　　年　　月　　日付浜松市指令　　　第　　号で交付決定を取り消した補助金について、浜松市都心オフィス進出支援事業費補助金交付要綱第１９条第２１項の規定に基づき、下記のとおり補助金の返還を命ずる。

記
返還を命ずる額
	　　
	千万
	百万
	拾万
	万
	千
	百
	　拾
	円

	金
	
	
	
	
	
	
	
	



※1　指定の納入通知書により納付すること。
※2　指定の納入通知書に記載された納期限までに納付すること。納期限を過ぎた場合は、遅延損害金を請求します。


第１６号様式（第２３条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）



浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金財産処分承認申請書

浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金により取得した財産について、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第２３条第３項に基づく財産処分の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　処分財産の内容
（１）名称
（２）所在地
（３）構造
（４）数量
（５）取得年月日及び経過年数
（６）残存年数
（７）総事業費、補助額及び補助率
（８）その他



２　処分の方法、理由等
（１）処分の方法
（２）処分の理由
（３）財産処分納金額及び算定根拠
（４）処分予定年月日
（５）その他





第１７号様式（第２３条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金財産処分承認通知書

令和　年　月　日付けで申請のあった浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金に係る財産処分について、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第２３条第４項の規定に基づき、以下のとおり条件を付して承認します。

記

１1　処分財産の名称

２2　財産処分納付金及び算定根拠

３3　その他　　　　
　　　　　　　　
２　処分の方法、理由等
（１）処分の方法
（２）処分の理由
（３）財産処分納金額及び算定根拠
（４）処分予定年月日
（５）その他


















第１８号様式（第２３条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金財産処分報告書

浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金により取得した財産を処分したので、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第２３２５条第５項に基づき、関係書類を添えて報告します。

記

１　処分財産の内容
（１）名称
（２）所在地
（３）構造
（４）数量
（５）取得年月日及び経過年数
（６）残存年数
（７）総事業費、補助額及び補助率
（８）その他



２　処分の方法、理由等
（１）処分の方法
（２）処分の理由
（３）財産処分納金額及び算定根拠
（４）処分予定年月日
（５）その他






第１９号様式（第２５条関係）
年　　月　　日
（あて先）浜松市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所　在　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　名称又は名称及び代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（署名又は記名押印をしてください。）


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金事業承継承認申出書

　浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第２５条第２項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申し出ます。

記

１　補助事業者
　　承継前　氏名又は名称及び代表者氏名

　　　　　　住所又は所在地

　　承継後　氏名又は名称及び代表者氏名

　　　　　　住所又は所在地

２　承継年月日

３　承継理由




【添付書類】
（１） 浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金事業計画認定通知書（第３号様式）の写し
（２） 承継の事実を証する書類
（３） 法人登記事項証明書（法人の場合）
（４） 戸籍抄本（個人の場合）
（５） 直近３期分の決算報告書、貸借対照表及び損益計算書（法人の場合）
（６） 市民税・県民税特別徴収義務者指定通知書の写し(法人の場合)




第２０号様式（第２５条関係）
浜　　　第　　　号
年　　月　　日
　　様

浜松市長　　　　　　　　　　　㊞　


浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金事業承継承認通知書

　　　　　年　　月　　日付で申出のあった浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金にかかる補助事業者の地位の承継について、浜松市都心賃貸オフィス建設促進事業費補助金交付要綱第２５条第３項の規定に基づき、下記のとおり　通知します。

記

１　承認の認否


２　承継後の補助事業者


３　承継年月日


４　承継理由















